
前期計画 指標（KPI）詳細版 
 

番号 1 大項目 政策１ 小項目  

担当部署 保健予防係 

指標名 出生数 

目標値 81 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

58 60 40 38 

達成率※令和７年度の実績に基づく 46.9％ 

目標達成のために工夫したこと 

不妊・不育症治療助成 

産後ケアサービスの拡充 

マタニティタクシー助成 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
町の出産年齢の女性の人口が増えていない状況、実

際の目標値の見込みが高いと考える。 

外的要因 

町の出産年齢の女性の人口が増えていない状況、実

際の目標値の見込みが高いと考える。 

出産年齢の女性増加に向けた取り組みとして、子育て

支援の施策や、自然環境を活かした教育環境、仕事と

住まいの選択肢などに関する情報がターゲットに効果

的に届いていなかった可能性がある。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

若い世代が子育てをする地域として選び、帰りたくな

るまちを目指す。 

令和 8 年度から広報情報係に専門人材を配置し、町

全体の情報発信体制を強化する。 
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番号 2 大項目 政策１ 小項目 1.1 

担当部署 子ども・家庭相談係 

指標名 ファミリー・サポート・センター事業の利用時間 

目標値 558 単位 時間 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

372 456.5 509 404.5 

達成率※令和７年度の実績に基づく 72.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

支援活動を行うことのできる場所を支援会員宅と子

育て支援拠点の 2 か所から、会員の自宅や地域子育

て支援拠点等の施設、その他子どもの安全が確保で

きる場所を可とした。（「ファミリー・サポート・センター

設置要綱」一部改正 令和6年4月 1日より適用） 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

本事業以外にも、就学前児童に対して一時保育等の

受け皿もあり、利用者の選択肢が広がっているのは事

実。保護者のレスパイト等目的は同じであり、利用先が

分散されていることが想定される。 

外的要因 出生数の減少 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

子育て家庭を支えるファミリーサポート事業（一時預

かり事業）について、少子化だからこそできる内容の

見直しを行いさらに充実を図る。 
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番号 3 大項目 政策１ 小項目 1.1 

担当部署 子ども・家庭相談係 

指標名 中高生の居場所 

目標値 1 単位 箇所 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 1 1 2 

達成率※令和７年度の実績に基づく 200.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
町が富士見町社会福祉協議会に地域共生センター（ふ

らっと）を委託した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
中高生の居場所として１箇所（地域共生センターふら

っと）を実績として計上していなかった。 

外的要因 
下校後、保護者のお迎えや電車待ちとして、中高生の

居場所としての利用が浸透してきている。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

現状では目標達成している。引き続き、居場所情報交

換会等において、情報共有を行い、運営を支える支援

を検討していく。現在、ソフト面での支援を継続実施。 
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番号 4 大項目 政策１ 小項目 1.1 

担当部署 子ども・家庭相談係 

指標名 子育て支援団体 

目標値 10 単位 団体 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

7 8 8 11 

達成率※令和７年度の実績に基づく 110.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

R4 年 1 月より町が開催した「子ども居場所情報交換

会」を皮切りに、年々、団体間の親睦と情報共有がな

されるようになった。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
子をもつ親である団体の代表が多く、子どもたちのた

めに、という強い思いで活躍されている。 

外的要因 
子どもの居場所自体が多様になってきている（学習支

援・子ども食堂・余暇活動等） 

目標を達成する為に今後必要になる施策 子育て支援団体との連携を継続する。 



 

番号 5 大項目 政策１ 小項目 1.2 

担当部署 
子ども・家庭相談係 

 総務学校教育係 

指標名 自己肯定感（小学校） 

目標値 85 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

62 77.8 76.7 89 

達成率※令和７年度の実績に基づく 104.7％ 

目標達成のために工夫したこと 

子どもたちが主体的に挑戦し、地域の課題解決や自己

肯定感を高めるための「子どもチャレンジ支援事業」

を展開しました 

目標達成・未達成の要因 

内的要因  

外的要因  

目標を達成する為に今後必要になる施策 

対話的な学びや協働的な活動を充実させ、児童が自

分の考えを表現し、他者に認められ、役割を実感でき

る機会を増やす。 
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番号 6 大項目 政策１ 小項目 1.2 

担当部署 子ども・家庭相談係 総務学校教育係 

指標名 自己肯定感（中学校） 

目標値 85 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

75 76.3 86.8 81.2 

達成率※令和７年度の実績に基づく 95.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

子どもたちが主体的に挑戦し、地域の課題解決や自己

肯定感を高めるための「子どもチャレンジ支援事業」

を展開しました 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

思春期特有の心理的課題により、自己肯定感が低下

する子どもがいる。また、自分の「好き」を発信する機

会が十分に提供されていない。 

外的要因 子どもが主体的に活動する機会が少ない。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

対話的な学びや協働的な活動を充実させ、生徒が自

分の考えを表現し、他者に認められ、役割を実感でき

る機会を増やす 
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番号 7 大項目 政策１ 小項目 1.2 

担当部署 総務学校教育係 子ども・家庭相談係 

指標名 他者との活動で自らの考えを深め・広げる力（中学校） 

目標値 90 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

79 78.8 93 85.1 

達成率※令和７年度の実績に基づく 94.6％ 

目標達成のために工夫したこと 

子どもたちが主体的に挑戦し、地域の課題解決や自己

肯定感を高めるための「子どもチャレンジ支援事業」

を展開しました 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
教室外での活動の充実度が小学校に比べて不足して

いる 

外的要因 
地域との連携が十分に機能していない。 

 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

対話的な学びや協働的な活動を充実させ、生徒が自

分の考えを表現し、他者に認められ、役割を実感でき

る機会を増やす 
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番号 8 大項目 政策１ 小項目 1.2 

担当部署 総務学校教育係 子ども・家庭相談係 

指標名 他者との活動で自らの考えを深め・広げる力（小学校） 

目標値 85 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

72 75.2 87 75.5 

達成率※令和７年度の実績に基づく 88.8％ 

目標達成のために工夫したこと 

子どもたちが主体的に挑戦し、地域の課題解決や自己

肯定感を高めるための「子どもチャレンジ支援事業」

を展開しました 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

"対話的な学びや協働的な活動が一部充実している

が、まだ十分ではない。 

子どもたちが自分の「好き」を発信する場や機会が不

足している。 

外的要因 地域との連携が十分に機能していない。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

対話的な学びや協働的な活動を充実させ、児童が自

分の考えを表現し、他者に認められ、役割を実感でき

る機会を増やす 
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番号 9 大項目 政策１ 小項目 1.3 

担当部署 生涯学習係 

指標名 活動成果発表・活用の機会提供 

目標値 50 単位 団体/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

14 38 43 49 

達成率※令和７年度の実績に基づく 98.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

広報活動(SNS・HP・有線・チラシ等）に力を入れた。

作品展示会場ではコミプラロビーにて機織り体験や

茶道も実施。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

参加呼びかけだけでなく、今後につながるよう発表会

場の様子などを後日配信するなど、工夫が必要だっ

た。 

外的要因 

「参加数」は少子高齢化や担い手不足で自然減してい

る現状では、「量（数）」から「質（満足・参加実感・継続

性）」を軸に設計が必要と考える。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 参加団体からも文化祭に関する周知を行う 
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番号 10 大項目 政策１ 小項目 1.3 

担当部署 生涯学習係 

指標名 審議会委員等への女性参画率 

目標値 25 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

19.6 22.1 18.6 21 

達成率※令和７年度の実績に基づく 84.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

各審議会等における女性参加の声がけを中心に実

施。 

R7 年に策定した富士見町審議会等の設置及び運営

に関する指針に、「一つの審議会等の女性委員の割合

が概ね4割以上 となるよう努めるものとする。」と定

めた 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
地域住民におけるジェンダーギャップの意識啓発が不

十分 

外的要因 

審議会委員に選任されている方（○○会長、代表等）

にそもそも男性が多い。R7 に富士見町審議会等の設

置及び運営に関する指針を策定したが、任期中の審議

会等もあり、反映しきれていない。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

ジェンダーギャップや審議会委員は男性が担うものと

いった無意識の偏見・思い込みを解消する意識啓発を

進めるとともに、性別に関係なく能力を発揮できる環

境づくりを目指す。あわせて、審議会委員があて職と

して社会的地位の比較的高い役職に充てられる傾向

を踏まえ、女性のスキル向上を支援し社会的地位の向

上を図ることで、人材の裾野を広げていく。 
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番号 11 大項目 政策１ 小項目 1.3 

担当部署 スポーツ係 

指標名 大会・教室年間参加者 

目標値 2800 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1444 1658 1711 1866 

達成率※令和７年度の実績に基づく 66.6％ 

目標達成のために工夫したこと 

地域スポーツクラブに協力を頂き、多世代にわたる数

多くの教室を実施。 

 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
充実した教室の開催はできているが、町主催による大

会は多くが限定された参加者(関係者)であったため。 

外的要因 

スポーツを取り巻く環境が変化している。 

(デジタル化と遊びの変化) 

 

目標を達成する為に今後必要になる施策 誰もが参加しやすい教室やイベントの実施 
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番号 12 大項目 政策１ 小項目 1.3 

担当部署 文化財係 

指標名 考古館・資料館・企画展・体験イベント・講座開催回数 

目標値 10 単位 回/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

6 7 8 10 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
史跡指定のための調査研究の継続と地域の方を巻き

込むこと 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 指定に合わせた企画展や講座の計画 

外的要因 史跡に指定されたこと 

目標を達成する為に今後必要になる施策 史跡指定などの機を逃さない実施 
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番号 13 大項目 政策１ 小項目 1.3 

担当部署 図書館博物館係 

指標名 図書貸出冊数 

目標値 235000 単位 冊 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

207377 230546 225882 222721 

達成率※令和７年度の実績に基づく 94.8％ 

目標達成のために工夫したこと 

「第４次富士見町子ども読書活動推進計画」を策定し、

保育園、学校、関係団体それぞれが、また連携して子

供たちの読書活動を充実させるための活動内容を定

め、実施している。県内全市町村で運営している「デジ

としょ信州」に参加し、全町民が電子図書を利用でき

る環境を整えた。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

来館者を増やす取り組みとしてイベントを定期的に実

施しているが、広報や SNS を利用した周知が不十分

だった。書籍等購入予算が削減されたうえ物価高騰も

あり、利用者の希望に答え得る資料の充実に課題があ

る。 

外的要因 

コロナ禍の臨時閉館などにより来館者数と貸出冊数

が急激に減少し回復していない。電子書籍アプリへの

登録・利用移行も影響していると考えられる。書籍等

の価格高騰により購入できる資料が減少している。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

図書館上映会やイベントを通じ図書館利用に繋げる。

図書館は多くの町民が希望する資料の整備はもとよ

り、全町民が生涯を通じて自発的に学べる知の拠点施

設であるため幅広い資料を整備する必要がある。その

ため専門知識を有する職員の配置、選書能力向上の

ための研修会参加が必要。貸出可能冊数が通常の倍

になる「家庭読書の日」の周知を強化する。 
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番号 14 大項目 政策１ 小項目 1.3 

担当部署 文化財係 

指標名 新井戸尻考古館建設 

目標値 実施設計完了 単位 - 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

未実施   基本設計完了 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
財源の確保と町民・関係者の理解を得ること。意識の

醸成 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 財政係・企画統計係と連携した財源の確保 

外的要因 商工会など縄文による地域の活性化を進める 

目標を達成する為に今後必要になる施策 建築・造成工事を遅滞なく行うこと 
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番号 15 大項目 政策１ 小項目 2.0 

担当部署 産業課 

指標名 産業振興の合計額 

目標値 765 単位 億円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

659 ― ― 832 

達成率※令和７年度の実績に基づく 108.8％ 

目標達成のために工夫したこと 
工業、農業、商業、観光のすべての産業で目標値を上

回っている。詳細はそれぞれのシートのとおり。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因  

外的要因  

目標を達成する為に今後必要になる施策  
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番号 16 大項目 政策２ 小項目  

担当部署 工業交通係 

指標名 製造品等出荷額 

目標値 534 単位 億円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

486 ― ― 550 

達成率※令和７年度の実績に基づく 103.0％ 

目標達成のために工夫したこと 工業振興補助事業や制度資金の活用を促した 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 工業振興補助事業や制度資金の活用を促した 

外的要因 
2019 年を底に年により上下しているが、徐々に出荷

額が底上げされた 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
既存企業の設備投資等支援や新規企業誘致する場合

の用地確保（産業団地の後利用含む） 
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番号 17 大項目 政策２ 小項目  

担当部署 営農推進係 

指標名 農業販売額 

目標値 73 単位 億円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

66 73 86 96 

達成率※令和７年度の実績に基づく 131.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

農業者、農業法人への各種支援の実施。（成長農産物

支援事業、新規就農者支援、国庫事業採択支援、JA事

業への追加補助など） 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

町が継続して取り組んできた農業施策により、農業者

や農業法人が経営基盤の強化され高収益作物の栽

培、規模拡大が進んだ。 

外的要因 

ウクライナ侵攻をはじめてとする世界情勢の影響によ

り原油高、物価高騰が影響しているが、多くの法人で

売り上げは増加した。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

農家、農業法人の規模拡大に伴う機械設備導入等に

対する国庫補助制度への支援を継続する。 

新規就農者、法人誘致を進めることで担い手確保を

進める。 
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番号 18 大項目 政策２ 小項目  

担当部署 商業観光係 

指標名 商業年間販売額 

目標値 131 単位 億円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

119 ― ― 152.6 

達成率※令和７年度の実績に基づく 116.5％ 

目標達成のために工夫したこと 
商業振興補助事業や商工会をはじめとする外部団体

との連携 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
商業振興補助事業や商工会をはじめとする外部団体

との連携 

外的要因 飲食料品小売業を中心に増 

目標を達成する為に今後必要になる施策 重点交付金等による経済対策事業 
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番号 19 大項目 政策２ 小項目  

担当部署 商業観光係 

指標名 観光消費額 

目標値 27 単位 億円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

25 34 33.3 33.4 

達成率※令和７年度の実績に基づく 123.7％ 

目標達成のために工夫したこと 
２大リゾート無料キャンペーンの対象拡大 

町内観光周遊割引券事業の同時展開 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 2大リゾートからの周遊等により誘客に繋がった 

外的要因 コロナ禍からの回復 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
宿泊施設新改築補助、観光地域づくり事業による長期

滞在型観光の推進 
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番号 20 大項目 政策２ 小項目  

担当部署 工業交通係 

指標名 法人町民税額 

目標値 1.1 単位 億円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1 0.98 1.06 1.36 

達成率※令和７年度の実績に基づく 123.6％ 

目標達成のために工夫したこと 創業支援による法人数確保 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 創業支援による法人数確保 

外的要因 大企業の納税額が増加したもの 

目標を達成する為に今後必要になる施策 事業承継、創業支援による法人数確保 



21 

 

番号 21 大項目 政策２ 小項目 2.1 

担当部署 工業交通係 

指標名 町内企業の移転・増設数 

目標値 4 単位 社/4年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 0 0 4 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
町内企業の移転や増設の受け皿となるテクノ街道沿

いの候補地調査を実施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

工業振興補助金や制度資金の活用を促した。行政から

の直接的な働きかけで移転・増設を生み出したという

よりは、既存の支援制度が企業の投資計画を後押しす

る形として機能した。 

 

外的要因 
企業自身の経営戦略に基づく移転・増設のタイミング

が、今年度と重なったという要素が大きい。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

町内企業が事業拡大等で移転・増設を検討した際に受

け皿となる候補地の準備と企業ニーズに即した補助

要件の見直しを検討する。 
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番号 22 大項目 政策２ 小項目 2.1 

担当部署 工業交通係 

指標名 町外企業の誘致数 

目標値 4 単位 社/4年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 0 0 1 

達成率※令和７年度の実績に基づく 25.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

企業進出の受け皿となるテクノ街道沿いの候補地調

査を実施するとともに、民間企業と連携した企業誘致

活動を展開した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

テクノ街道沿いの候補地を調査したものの、実際の誘

致に向けた関係部署との調整が進まなかった。また、

効果的な情報発信ができず民間連携の活動も成果に

結びつかないなど、誘致の仕組みが十分に機能しなか

った。 

外的要因 

企業からの問い合わせ自体が減少している。製造業に

おいては中東情勢の不安定化等による先行き不透明

感が、企業の新たな設備投資意欲を低下させている。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

製造業に加え、本社機能の誘致も視野に入れた活動

を推進する。ターゲット企業のアタックリストや営業資

料を作成し、積極的な営業活動を展開するとともに、

企業誘致イベントへの出展等で情報発信を強化する。 
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番号 23 大項目 政策２ 小項目 2.2 

担当部署 商業観光係 

指標名 富士見駅前商店街の環境整備計画の策定 

目標値 策定 単位 - 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

未策定 未策定 未策定 未策定 

達成率※令和７年度の実績に基づく 0.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

空き店舗の利活用促進、乗合バスの実証運行、駅前の

Wi-Fi 整備、町内デジタルマップ整備など、ソフト面で

すぐに着手可能な施策から順次実行に移した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

提案には、駅周辺の再整備などハード面の事業が多く

含まれており、都市計画の見直しと密接に関わるた

め、都市計画上の将来構想との整合性を図りながら慎

重に検討を進める必要が生じた。 

外的要因 

ロータリーや駐車場等、中長期的な調整を要するハー

ド整備の要望が含まれているため、単独での計画策定

が困難となった。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

駅前商店街の活性化という本来の目的を達成するた

め、ソフト面では引き続き商工会等と連携し、賑わい

を創出するための事業を継続する。一方、ハード面に

ついては、関係部署と連携しながら都市計画の見直し

に合わせた検討を行う必要がある。 
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番号 24 大項目 政策２ 小項目 2.3 

担当部署 営農推進係 

指標名 農業関連税収 

目標値 110 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

100 114.1 117 139 

達成率※令和７年度の実績に基づく 126.4％ 

目標達成のために工夫したこと 

農業者、農業法人への各種支援の実施。（成長農産物

支援、新規就農者支援、国庫事業採択支援、JA事業の

への追加支援など） 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

町施策の継続により、農業者、農業法人の経営基盤が

強化されたことにより、農業関連税収も増加となっ

た。 

外的要因 

農産物は市場で単価が決定されるため、物価高騰に

よる影響を価格に転嫁しくい部分はあるが、少なから

ず価格転嫁は進んでいる。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

営農継続のため就農者のアフターフォローを継続する

とともに新規就農者や農業法人の誘致を進める。 

また、新たな成長農産物の選定や再基盤整備を通じ、

競争力の高い農業生産体制を構築する。 
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番号 25 大項目 政策２ 小項目 2.3 

担当部署 農政係 

指標名 作付面積及び保全管理面積 

目標値 1669 単位 ha 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1669 1665 1657 1660 

達成率※令和７年度の実績に基づく 99.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

①作付面積の維持・増加のために担い手への農地集

積を推進。②中山間や多面的、富士見型による農地維

持のための補助事業を推進。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

目標達成率 99％であり、ほぼ目標達成と考えるが、

遊休農地を解消するための良策を見つけることがで

きなかった事。 

外的要因 

目標達成率 99％であり、ほぼ目標達成と考えるが、

農家人口の減少や農家の高齢化・担い手の不足など、

社会的な要因が複合的に重っている事。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 農地マッチングによる遊休農地の利用促進 
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番号 26 大項目 政策２ 小項目 2.4 

担当部署 農林保全係 

指標名 森林の整備面積 

目標値 2508 単位 ha 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

2056 2194.09 2242.8 2273.8 

達成率※令和７年度の実績に基づく 90.7％ 

目標達成のために工夫したこと 里山整備事業（町事業の推進） 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

里山整備事業の財源である森林環境譲与税につい

て、森林整備以外に充当する事業が多かったことによ

る財源不足。 

外的要因 

林業事業体が立てる経営計画の基、施業された事業

についてを対象としているが、町が立てた目標に対し

て、林業事業体の施業が少なかったことによるもの。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

現在進めている専門家との打合せや今後の森林整備

に係るビジョン・手法の見直しを検討し、町の 70％を

占める森林の整備方針を定めていく。 
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番号 27 大項目 政策２ 小項目 2.4 

担当部署 農林保全係 

指標名 年間推定CO2吸収量 

目標値 17054 単位 トン/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

13981 14957 15251 15462 

達成率※令和７年度の実績に基づく 90.7％ 

目標達成のために工夫したこと 里山整備事業の推進 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

里山整備事業の財源である森林環境譲与税につい

て、森林整備以外に充当する事業が多かったことによ

る財源不足。 

外的要因 

林業事業体が立てる経営計画の基、施業された事業

について対象としているが、町が立てた目標に対し

て、林業事業体の施業が少なかったことによるもの。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

現在進めている専門家との打合せや今後の森林整備

に係るビジョン・手法の見直しを検討し、町の 70％を

占める森林の整備方針を定めていく。 
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番号 28 大項目 政策２ 小項目 2.5 

担当部署 商業観光係 

指標名 2大リゾートの観光客来場者数 

目標値 60 単位 万人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

55 50.8 55.8 52.1 

達成率※令和７年度の実績に基づく 86.8％ 

目標達成のために工夫したこと 

無料キャンペーンの対象者の拡充や、各種パンフレッ

トへの掲載、サービスエリアへのパンフレット配置など

を実施した。また、友好都市でのイベントによる観光

PR、ボランティアと協働した環境保全活動等を通じ、

魅力向上と誘客を図った。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

2 大リゾート無料キャンペーンが長期化したことによ

り、施策としての新規性や訴求力が低下した。結果と

してキャンペーンによる、新規顧客の開拓やリピータ

ーを惹きつける新たな動機付けにならなかった。 

外的要因 

要因として暖冬によるスノーシーズンの伸び悩みがあ

げられる。リゾートにはスノーマシンが配備されており

気温が下がれば造雪可能だが、気温が高く雨が降る

ような気象条件では造雪が難しい。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

情報発信の強化と、各施設の営業戦略の推進に加え、

新たな「観光地域づくり推進チーム」の活動と連携して

いく。さらに滞在時間の延長や町内周遊を促進し、観

光消費額の底上げを図る。 
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番号 29 大項目 政策２ 小項目 2.5 

担当部署 商業観光係 

指標名 町内観光客来場者数 

目標値 93 単位 万人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

85 87 95 95 

達成率※令和７年度の実績に基づく 102.2％ 

目標達成のために工夫したこと 

２大リゾート無料キャンペーンの対象者の拡充に加

え、リゾート利用者に町内で使える割引券を配布する

「町内観光周遊促進キャンペーン」を実施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

無料キャンペーンの対象者拡充による２大リゾートへ

の誘客に加え、町内観光周遊促進キャンペーンにより

誘客に繋がった。 

外的要因 
コロナ禍からの観光需要回復という強い追い風があ

ったと考えられる。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

今後は「避暑地」としての魅力を PR しながら、観光地

域づくり推進チームによる新たな観光コンテンツの発

掘を進める。さらに、観光の結節点となる富士見駅周

辺において、宿泊施設が増える施策を推進し、長期滞

在に伴う消費拡大を図っていく。 
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番号 30 大項目 政策３ 小項目  

担当部署 保健予防係 

指標名 健康寿命 

目標値 延伸 単位 歳 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

男 81.1 

女 85.1 

男 81.8 

女 86.0 

男 82.4 

女 86.2 

男 82.5 

女 86.2 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

特定健診・特定保健指導の実施 

各種がん検診等の実施 

保健事業と介護予防の一体的事業の実施 

後期高齢者保健指導の実施 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
保健事業と介護予防の一体的事業の実施拡充と後期

高齢者保健指導の実施の成果 

外的要因 
保健事業と介護予防の一体的事業の実施拡充と後期

高齢者保健指導の実施の成果 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

特定健診・特定保健指導の実施と受診率向上 

後期高齢者健診・保健指導の実施 

各種がん検診等の実施 

保健事業と介護予防の一体的事業の実施 
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番号 31 大項目 政策３ 小項目  

担当部署 国保年金係 

指標名 住民 1人あたりの医療費 

目標値 382673 単位 円 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

338075 371481 364883 373272 

達成率※令和７年度の実績に基づく 102.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

健診受診率向上のための周知、ジェネリック医薬品使

用促進のための周知、重症化予防の取組みなどを実

施。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
健診受診率の向上、ジェネリック医薬品の使用、重症

化予防の取組みなどの成果。 

外的要因  

目標を達成する為に今後必要になる施策 
引き続き、健診の受診率向上に努め、早期発見、重症

化予防の取組を実施する。 
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番号 32 大項目 政策３ 小項目 3.1 

担当部署 国保年金係 保健予防係 

指標名 特定検診受診率（国民健康保険） 

目標値 60 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

44 45 47.3 50.4 

達成率※令和７年度の実績に基づく 78.8％ 

目標達成のために工夫したこと 

全対象者へ受診勧奨通知を送付。新規加入者を含め

た国保加入者の受診勧奨を積極的に実施した。広報

誌・回覧での周知を継続した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

受診勧奨通知は全員に送付したが、未受診者への再

勧奨（コール・リコール）まで実施できず、フォローが不

十分だった。また、健診の案内方法の変更により、受

診方法が分からない住民の方がいたと思われる。 

外的要因 

コロナ禍での受診控えが継続。40～50 代の現役世

代は平日の受診が難しく、受診率が伸び悩んだ。医療

機関へ定期通院されている方は、健診の受診が不安

という意識があるため。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
受診率向上のため、健診の周知、受診体制の強化に努

める。 
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番号 33 大項目 政策３ 小項目 3.2 

担当部署 社会福祉係 

指標名 地域共生センターふらっと施設来場者数 

目標値 7200 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 27369 30643 30635 

達成率※令和７年度の実績に基づく 425.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

居場所・相談・活動の場として、地域共生センターを周

知。商店街や地域の方との交流や活動に力を入れて

取り組んでいる。 

地域おこし協力隊を配置し、地域の声を形にしたイベ

ントや誰もが参加しやすいイベント開催を行った。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 利用者の増加により、目標設定変更が必要 

外的要因 コロナ禍以降、居場所や活動の場への関心が高まった 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
地域課題の掘り起こしや地域づくり活動を担ってもら

う、地域おこし協力隊の継続配置 
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番号 34 大項目 政策３ 小項目 3.2 

担当部署 社会福祉係 

指標名 地域共生センターふらっとにおける相談対応件数 

目標値 540 単位 件/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 925 1037 2114 

達成率※令和７年度の実績に基づく 391.5％ 

目標達成のために工夫したこと 
相談の拠点としての周知、関係機関との連携による支

援のつながりが強化した 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 相談者の増加により、目標設定変更が必要 

外的要因 
関係機関との連携により、相談支援につながることが

増えた 

目標を達成する為に今後必要になる施策  
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番号 35 大項目 政策３ 小項目 3.2 

担当部署 社会福祉係 

指標名 災害ボランティアコーディネータ養成講座受講者の地区配置数 

目標値 39 単位 地区 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

23 24 24 26 

達成率※令和７年度の実績に基づく 66.7％ 

目標達成のために工夫したこと 
フォローアップ研修の実施や想定した演習を取り入

れ、実践的な研修内容にした 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
災害時の実践的な内容を取り入れた養成講座になる

よう取り組んでいる 

外的要因 
災害ボランティアコーディネータの役割等が知られて

いない可能性がある 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

今後は新規受講者を増やすため、区への働きかけだ

けではなく、各種団体への広報にも取り組んでいく。 

災害時「災害ボランティアセンター」が立ち上がった時

の運営を協力してもらう人材として、今後もボランテ

ィアコーディネーターの周知を行っていく。また、養成

講座で学んだ実践を災害時の自助共助に役立てても

らう。 
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番号 36 大項目 政策３ 小項目 3.2 

担当部署 社会福祉係 

指標名 権利擁護に関する住民向け講習会参加人数 

目標値 60 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

38 49 60 94 

達成率※令和７年度の実績に基づく 156.0％ 

目標達成のために工夫したこと 開催方法を講演会と出前講座にした 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 参加しやすい開催方法になった 

外的要因 以前より、成年後見制度の理解がすすんだ 

目標を達成する為に今後必要になる施策 終活講座の講演会、出前講座を開催 
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番号 37 大項目 政策３ 小項目 3.3 

担当部署 介護高齢者係 

指標名 地区運動教室・サロン開催回数 

目標値 2 単位 回/月 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1 1.15 1.35 1.2 

達成率※令和７年度の実績に基づく 60.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

コロナ禍により長らく活動を休止していた事により、

活動を元に戻すことが困難な地域が複数あった。活動

をサポートすることにより活性化させることができた 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 専任の人材を充てることができない 

外的要因 地区サロンを運営する人材の不足 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

各サロン担当の生活支援コーディネーターを中心にサ

ロン後方支援を行う。 

また、地域で活動を主体的に担う人材の育成が必要。

ICT などを活用し、活動の活性化を図る。 
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番号 38 大項目 政策３ 小項目 3.3 

担当部署 介護高齢者係 

指標名 平均介護度 

目標値 2.2 単位 - 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1.99 1.92 1.98 2.1 

達成率※令和７年度の実績に基づく 104.8％ 

目標達成のために工夫したこと 
おたっしゃ広場の利用促進を図り介護認定を受けず、

自立した生活を送る高齢者の増加に寄与した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 概ね目標を達成している。 

外的要因 おたっしゃ広場の利用促進による 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
引き続き、適切な介護度が判定できるよう調査を実

施する。 
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番号 39 大項目 政策３ 小項目 3.4 

担当部署 社会福祉係 

指標名 「めるふじ」配信登録者数 

目標値 250 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

158 228 233 228 

達成率※令和７年度の実績に基づく 91.0％ 

目標達成のために工夫したこと 会議等で新規登録を促した 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 イベント会場、公共施設の窓口などでの周知が必要 

外的要因 
多くの情報ツールがあるなか、内容が理解されていな

いと登録につながりにくい 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
2025 年 12 月に民生児童委員の一斉改選があった

為、新任の民生委員に登録を促す。 
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番号 40 大項目 政策３ 小項目 3.4 

担当部署 社会福祉係 

指標名 就労移行支援における一般就労への移行者数 

目標値 2 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 2 0 1 

達成率※令和７年度の実績に基づく 50.0％ 

目標達成のために工夫したこと モニタリングにより移行のタイミングを確認した 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 一般就労に対するギャップがある 

外的要因 
雇用者の理解や支援体制が整っていない。職場での

支援体制が確保できない。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

就労移行支援サービス利用者に拘らず、障害福祉サー

ビス利用者からの一般就労移行者数に指標を変える

ことを検討したい。 

雇用者の理解促進のための周知や受け入れ体制が整

わないことについて、関係機関（産業課、ハローワー

ク、障がい者就業・生活支援センター等）と検証する。 
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番号 41 大項目 政策４ 小項目 4.1 

担当部署 都市計画係 

指標名 都市計画道路及び用途地域の見直しの進捗率 

目標値 100 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

20 25 50 60 

達成率※令和７年度の実績に基づく 60.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
住民説明会、意見交換会、アンケート調査、WS 等を実

施し、住民合意形成を図ることに努めた。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
外的要因に記載の原因のため、都市計画変更決定ま

でのスケジュールの見直しが必要となったため。 

外的要因 

当初は都市計画道路の廃止のみの計画となっていた

が、住民説明会等を通じて新たな道路網の構築やそ

れに伴う用途地域の見直し必要となったため。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
ワークショップ、住民説明会等を通じての住民合意形

成 
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番号 42 大項目 政策４ 小項目 4.1 

担当部署 都市計画係 

指標名 都市計画道路の整備（役場通り線） 

目標値 306 単位 ｍ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

215 
既設歩道に点字ブ

ロック設置 
用地交渉 用地交渉 

達成率※令和７年度の実績に基づく 0.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

用地交渉の会場の設定、地権者の要望による代替地

調査等、長野県から協力依頼のあった事項について協

力を行った。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
長野県による用地交渉のため、町が協力できることが

制限されている。 

外的要因 
地権者の合意形成に時間を要しており用地交渉が難

航している。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
県が実施する用地交渉への協力 

 地権者との合意形成 
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番号 43 大項目 政策４ 小項目 4.1 

担当部署 都市計画係 

指標名 耐震改修補助件数 

目標値 5 単位 件/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

2 2 2 1 

達成率※令和７年度の実績に基づく 20.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

ホームページや広報ふじみでの周知を軸に庁舎ロビ

ーにおけるパネル展示や対象者へのダイレクトメール

の送付等積極的な制度普及に努めた。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
高齢者への相談体制等の支援策や低コスト工法の情

報提供が十分ではなかった。 

外的要因 

高額な工事費用に対する所有者の経済的負担や特に

高齢者世帯における資金調達や手続きの煩雑による

対象者の事業抑制。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
高齢者への相談体制等の支援策や低コスト工法の情

報提供の検討 
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番号 44 大項目 政策４ 小項目 4.2 

担当部署 環境係 

指標名 家庭系可燃ごみ排出量 

目標値 300 単位 ｇ/人・日 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

384 381 378 371 

達成率※令和７年度の実績に基づく 15.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

各集落と連携を図りホームコンポスト購入補助による

生ごみの減量化への取り組みや資源ごみ収集周知の

徹底を進めている。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
買いすぎ、作りすぎ、食べ残し、生ごみの減量、資源物

収集の徹底 

外的要因 過剰な包装やレジ袋など 

目標を達成する為に今後必要になる施策 住民意識の醸成 
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番号 45 大項目 政策４ 小項目 4.2 

担当部署 環境係 

指標名 環境保全推進事業（作業） 

目標値 5 単位 回/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

3 4 5 5 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
各集落、衛生自治会連合会との連携により取り組みを

進めている 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 各集落、衛生自治会連合会との連携による 

外的要因 特になし 

目標を達成する為に今後必要になる施策  
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番号 46 大項目 政策４ 小項目 4.3 

担当部署 環境係 

指標名 二酸化炭素排出量 

目標値 66 単位 千ｔ-ＣＯ2 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

122 - - - 

達成率※令和７年度の実績に基づく 0.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

地球温暖化対策実行計画を策定し町内の小中学生、

住民へのゼロカーボンセミナーを計画的に実施し啓発

に取り組んだ 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
環境省自治体排出カルテによる元データが 2023 ま

でのため分析不能 

外的要因 
環境省自治体排出カルテによる元データが 2023 ま

でのため分析不能 

目標を達成する為に今後必要になる施策 住民意識の醸成 
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番号 47 大項目 政策４ 小項目 4.3 

担当部署 環境係 

指標名 富士見町既存住宅エネルギー自立化補助件数 

目標値 15 単位 件/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

6 4 4 6 

達成率※令和７年度の実績に基づく 40.0％ 

目標達成のために工夫したこと 広報、ＨＰ、窓口による案内周知の実施 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 設置費用が高額のため 

外的要因 設置費用が高額のため 

目標を達成する為に今後必要になる施策 住民意識の醸成 
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番号 48 大項目 政策４ 小項目 4.4 

担当部署 工業交通係 

指標名 デマンド交通利用者数 

目標値 25000 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

19212 16233 15756 15012 

達成率※令和７年度の実績に基づく 60.0％ 

目標達成のために工夫したこと 夜便、広原便の実証運行 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 ヘビーユーザー以外の利用者にとって、利便性が低い 

外的要因 高齢者専用の移動手段というイメージがある 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
AI オンデマンド交通「のらざあ」に移行し、利便性を向

上させ利用者を増やす 
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番号 49 大項目 政策４ 小項目 4.4 

担当部署 工業交通係 

指標名 次世代交通システムの確立 

目標値 実施 単位 - 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

未実施   

次世代交通システ

ム（のらざあ）の運

行開始の承認 

達成率※令和７年度の実績に基づく 80.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

定時定路線バスや夜便、広原便の実証運行の実施を

行った。 

実証運行を踏まえて、令和8年度にデマンド交通の利

便性向上及び広域連携を見据えて AI 乗合オンデマン

ド交通「のらざあ」導入の方向性を決定した。 

また、定時定路線バスの運行で顕在化した通学需要に

ついては、スクールバスを拡充することで対応するこ

とを決定した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

新たなデマンド交通システムの導入計画を公共交通会

議に諮り承認されたが、公共交通計画策定には至らな

かった 

外的要因  

目標を達成する為に今後必要になる施策 
これまでの実証運行を踏まえて、Ｒ９に地域公共交通

計画を策定していく 



50 

 

番号 50 大項目 政策４ 小項目 4.5 

担当部署 管財係、防災・危機管理係 

指標名 防災アプリ加入者数（富士見防災行政ナビ） 

目標値 3000 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1594 2665 3454 4311 

達成率※令和７年度の実績に基づく 143.7％ 

目標達成のために工夫したこと 

・防災行政ナビのアプリをインストール（ダウンロード）＝登録者数

に限り防災備蓄品の販売を行った 

・各地区へのチラシ配布や広報ふじみでの情報発信、 

自主防災会・防災士連絡会などの会議等で周知する 

など啓発活動を積極的に行った 

目標達成・

未達成の要

因 

内的要因 目標達成 

外的要因 

令和6年１月１日に発生した能登半島地震をはじめ、昨今の大雨や

地震等の頻度の高まりや激甚化に伴う防災意識の高まりに起因す

る。 

目標を達成する為に今後必要

になる施策 

住民や町内で勤務、観光客全ての方に必要な防災情報を届くこと

が、最大の目標となる。 

※「自分に関係ない通知がくる」というマイナスよりも「平時でもこ

んなに有益な情報が得られる」というプラス面を押し出して取り組

めるよう啓発活動に取り組んでいきたい（導入時にはあえて 150

万円程を費やして「富士見町」という特出のために、町の情報だけ

を切り取る設定作業を実施している） また、富士見町との関係性

が薄い通知が夜中に届くことからのアプリ削除防止に関する取り

組みについては、基本的にＪアラート（国からの通知）と連動してい

るため通知を届かなくすることは困難 仮に注意報の通知がなく

なるとすると、今より通知頻度は下がるものの、雷や大雨・土砂災

害といった重要とされる注意報の情報が届かないことなる。 

 さらに、関係性が薄いという通知も何をもって薄いのか濃いの

かという判断切り分けも不確定要素が多い。令和6・7年度にも切

り分け作業ができるのか検討もしましたが、１００万円単位での改

修費用が必要とのこと 



51 

 

番号 51 大項目 政策４ 小項目 4.5 

担当部署 建設係 

指標名 町道改良工事 

目標値 4 単位 路線 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

4 1 2 3 

達成率※令和７年度の実績に基づく 75.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

道路改良計画の地元説明会を開催し、地元要望を取り

入れた計画とした。工事着手時には、工事説明会を実

施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

計画段階から地元説明会を開催し、住民要望を反映し

た計画策定を行い、工事着手時にも説明会を実施した

ことで、地域住民の理解と協力を得ながら、順調に事

業が進行している。 

外的要因  

目標を達成する為に今後必要になる施策 

①地元住民への道路計画の丁寧な説明及び合意形

成。 

②要望の優先順位の決定について、特定集落や町中

に偏らないよう組み立てが必要。 

③物価高騰する中ではあるが、事業費が高額にならな

いような道路計画の樹立。 
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番号 52 大項目 政策４ 小項目 4.5 

担当部署 建設係 

指標名 橋梁の修繕 

目標値 10 単位 橋/5年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

3 9 16 21 

達成率※令和７年度の実績に基づく 210.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
道路メンテナンス補助金を活用し、橋梁点検・補修設

計・修繕工事を実施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

複数橋梁の一括発注により経費を圧縮することで修

繕完成数を増やすことができた。 

JR・NEXCO等関係団体との円滑な発注・着工ができ

るよう調整を図ることができた。 

外的要因 

道路メンテナンス補助金の活用により町負担額を減ら

すことができた。また、補正予算を受け、多くの修繕工

事を行うことができた。 

工事に伴う交通規制や一時的な用地使用に対し、近隣

住民の理解と協力が得られた。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

①大規模橋梁の修繕が残るため JR・NEXCO のほか

地元地区など関係団体の調整が必要。 

②国の補助金を活用し財源を確保。 

③費用高騰化に伴い修繕できる橋梁が限定化される

ため、優先順位を検討し効率的に整備。 

④費用対効果等を踏まえ修繕ではなく廃止撤去の検

討。 
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番号 53 大項目 政策４ 小項目 4.5 

担当部署 建設係 

指標名 河川改修工事 

目標値 5 単位 河川 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

5 3 3 4 

達成率※令和７年度の実績に基づく 80.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
地権者交渉をし、河川改修に必要な用地の取得を行っ

た。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
設計段階から地権者及び関係機関等との調整を図

り、スムーズに事業を進めることができた。 

外的要因 

資材等の物価高騰の影響により、工事の進捗に遅れ

が生じる可能性があったが、ほぼ計画どおりの進捗が

図れた。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

①地元要望を基に、危険性や費用対効果を考慮し改

修河川の選定を行う。 

②有利な起債を活用し財源の確保を行う。 
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番号 54 大項目 政策４ 小項目 4.6 

担当部署 管財係、防災・危機管理係 

指標名 防災士資格取得 

目標値 78 単位 人/5年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

19 47 59 71 

達成率※令和７年度の実績に基づく 91.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
自主防災会会議等において、取得促進を促すとともに

防災アプリ等を通じて案内を発信している 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

目標達成 

町では資格取得に係る費用を全額補助していること

が挙げられる（他市町村は1/2補助など、個人負担が

発生している） 

外的要因 
防災士への社会的認知が高まり、地域防災力の強化

のための人材として期待が高まっている。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 自主防災会、防災士連絡会の内容充実 
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番号 55 大項目 政策４ 小項目 4.6 

担当部署 管財係、防災・危機管理係 

指標名 地区防災マップ 

目標値 20 単位 件 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

2 7 12 16 

達成率※令和７年度の実績に基づく 80.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
自主防災会会議等において、取得促進を促すとともに

防災アプリ等を通じて案内を発信している 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
目標年度には概ね達成予定 

横吹区・信濃境区・富里区・机区 

外的要因 

令和 6 年１月１日に発生した能登半島地震をはじめ、

昨今の大雨や地震等の頻度の高まりや激甚化に伴う

防災意識の高まりに起因する。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

防災訓練の訓練内容の見直し 

 町が作成機会の設定 

※地区防災マップはその地区内のハザードを 

 落とし込んだものであるため、個人情報は 

 掲載していない。 

（地域内の一般的な物理的なリスク情報に止め、地域

内で共有することを目的としている） 

 地域支え合いマップは個人情報等の広く情報が掲載

されているため、目的や使用用途が微妙に異なるた

め、作成過程を含めて切り分けている。関係部署・機

関とも協議を重ねてきたが、マッチングは個人情報の

扱いとなるため、今のところ難しい。 
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番号 56 大項目 政策４ 小項目 4.6 

担当部署 管財係、防災・危機管理係 

指標名 地区防災計画策定 

目標値 20 単位 件 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 6 6 11 

達成率※令和７年度の実績に基づく 55.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
自主防災会会議等において、取得促進を促すとともに

防災アプリ等を通じて案内を発信している 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

目標年度には概ね達成予定 

横吹区・信濃境区・富里区・机区 

残り５地区については、９月の防災 

訓練時の報告により決定する 

外的要因 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震をはじめ、昨

今の大雨や地震等の頻度の高まりや激甚化に伴う防

災意識の高まりに起因する。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
防災訓練の訓練内容の見直し 

 町が作成機会の設定 
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番号 57 大項目 政策４ 小項目 4.6 

担当部署 消防係 

指標名 消防団員数 

目標値 363 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

339 319 314 328 

達成率※令和７年度の実績に基づく 90.4％ 

目標達成のために工夫したこと 

現役消防団員、ＯＢ等による地域住民への声掛けをお

願いした。インスタによる広報や操法大会、ＯＫＫＯＨ

祭り、出初式等イベントでチラシ・グッズ等の配布によ

る広報活動を実施した。団員の意向による操法大会へ

の参加等の各行事の見直しや、車両等点検方法の改

善、安全装備品の充実により団活動の負担軽減を図っ

た。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

インスタによる広報やイベント等でのＰＲ活動、行事の

見直し等団活動の負担軽減、団員による勧誘等で団

員数は微増となっている。 

外的要因 
人口減少、仕事や家庭との両立困難など、現代社会の

環境によるため。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

インスタを活用した団活動の紹介や、移住者への案

内、ハード面の整備の継続。団員との対話を重視し、

活動しやすい環境を作る。 
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番号 58 大項目 政策４ 小項目 4.6 

担当部署 消防係 

指標名 消防団と諏訪広域消防との連携訓練 

目標値 3 単位 回/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

3 3 3 3 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

連携強化のために春、秋等、時期を決め、林野火災対

応の中継放水訓練や、災害対応の座学や資機材取扱

い訓練等を計画的に立案し実行した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 計画的な訓練の実施により達成している。 

外的要因 消防団、広域消防の協力により達成している。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 継続的な訓練計画の立案。 
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番号 59 大項目 政策４ 小項目 4.6 

担当部署 都市計画係 

指標名 学校・地域における交通安全教室 

目標値 15 単位 回/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

8 8 6 9 

達成率※令和７年度の実績に基づく 60.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
町内 3 小学校、高齢者クラブへの案内通知の発送等

積極的な制度普及に努めた。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 広報ふじみへの掲載など制度周知の不足。 

外的要因 
小学校での実施回数の減少や地域における高齢者ク

ラブの活動の縮小による開催回数の減少 

目標を達成する為に今後必要になる施策 高齢者クラブへの周知 
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番号 60 大項目 政策５ 小項目  

担当部署 企画統計係 

指標名 自然動態と社会動態の差引 

目標値 -120 単位 人 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

-67 -17 -94 -142 

達成率※令和７年度の実績に基づく -22人 

目標達成のために工夫したこと 
すべての施策が人口減少対策につながることをテー

マとして各課において事業に取り組んだ。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

2025 年は△142 人となったが、2024 年は△94

人、2023 年は△17 人、3 年間平均は△84 人であ

り目標を達成している。各事業が人口増や減少抑制に

効果があったのか見えにくいため原因は特定しづら

い。 

外的要因 

転入超過ではあるが死亡者と転出者の増加している

こと、2024 年から出生数が 40 人以下に急激に減

少していることから目標を下回った。計画時点から状

況が大きく変化している。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
自然減が加速しているため、社会増に向けた施策の強

化が必要。 



61 

 

番号 61 大項目 政策５ 小項目 5.1 

担当部署 生涯学習係 

指標名 まるかじり探検隊の参加人数 

目標値 80 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

62 150 159 127 

達成率※令和７年度の実績に基づく 158.8％ 

目標達成のために工夫したこと 
興味の出る体験学習やリーダーシップ養成ができる

企画などを検討実施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 学校へのチラシ配下、有線放送等広報活動に注力 

外的要因 友達同士の参加呼びかけがあった。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 他部署が企画するイベントへのコラボ企画など検討 
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番号 62 大項目 政策５ 小項目 5.1 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 定住者数 

目標値 60 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

56 71 65 39 

達成率※令和７年度の実績に基づく 65.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

新築・空き家補助の実施、加算等 

町内宅建事業者との連携 

空き家セミナーの開催、固定資産税納通へのチラシ同

封による所有者への働きかけ 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
空き家などの物件や宅地不足、また、それらを解消す

るための取り組みが不十分 

外的要因 
競合自治体との競争激化 

物価高騰 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

空き家などの物件や宅地の確保 

空き家調査実施による掘り起こし 

賃貸物件等に住む町民の住宅取得費に対する支援 

国・県とも連携した積極的な誘導策の模索 

国交省の「空き家対策総合支援事業 等」の検討 
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番号 63 大項目 政策５ 小項目 5.1 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 Ｆターン者数 

目標値 10 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

6 12 10 12 

達成率※令和７年度の実績に基づく 120.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
新築・空き家補助の実施、加算等 

F ターン促進動画等の作成 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 町出身者への効果的な発信 

外的要因 他自治体と比較した暮らしやすさ 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

町出身者に対する効果的な発信 

F ターン者に対する支援 

広域的（諏訪圏、北杜市、韮崎市）な職業紹介 
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番号 64 大項目 政策５ 小項目 5.1 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 町内在住者の婚活イベントの参加人数 

目標値 10 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

4 4 2 6 

達成率※令和７年度の実績に基づく 60.0％ 

目標達成のために工夫したこと 婚活イベントの実施、消防団員の参加費補助 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 効果的なイベントになっていない 

外的要因 若年層の恋愛離れ、経済的不安 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
魅力的なイベントの企画、発信 

町内未婚者の婚活意欲醸成 



65 

 

番号 65 大項目 政策５ 小項目 5.2 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 移住者数 

目標値 50 単位 人/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

44 50 51 53 

達成率※令和７年度の実績に基づく 106.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
新築・空き家補助、コワーキング補助の実施 

移住イベントなどによる町外への発信 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
ウツリスムステーションを中心に移住施策を効果的に

行えた 

外的要因 
コロナ禍以降の地方移住志向 

物価高騰、温暖化 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

空き家などの物件や宅地の確保 

移住者に対する支援 

町外在住者に対する効果的な発信 

移住者が区の役割や必要性に関する理解を深め、区

加入促進を図る 
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番号 66 大項目 政策５ 小項目 5.2 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 移住相談件数 

目標値 400 単位 件/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

380 300 407 424 

達成率※令和７年度の実績に基づく 106.0％ 

目標達成のために工夫したこと 移住イベント、HP、SNSによる町外への発信 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 ウツリスムステーションの認知向上 

外的要因 
コロナ禍以降の地方移住志向 

物価高騰、温暖化 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
SNS や相談会等を活用し、「一次接触」の機会を増や

す 
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番号 67 大項目 政策５ 小項目 5.2 

担当部署 都市計画係 

指標名 宅地造成支援件数 

目標値 9 単位 件/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0 3 8 0 

達成率※令和７年度の実績に基づく 0.0％ 

目標達成のために工夫したこと 

ホームページや広報ふじみでの周知を軸に、窓口での

個別案内や宅地建物取引業組合との連携を強化し、

積極的な制度普及に努めた。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
補助の目的や実態に合わせた対象者の見直しに伴う

要綱改正の実施（令和7年度）。 

外的要因 造成費の高騰と市場の不透明感による事業抑制。 

目標を達成する為に今後必要になる施策 事業者（宅地建物取引業者）への周知 
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番号 68 大項目 政策５ 小項目 5.3 

担当部署 企画統計係 

指標名 ふるさと納税寄付金額 

目標値 300000 単位 千円/年 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

229803 299701 429749 494981 

達成率※令和７年度の実績に基づく 165.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
返礼品数とポータルサイト数の増加、中間事業者変

更、リピーター対策を実施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
返礼品数とポータルサイト数の増加、中間事業者変

更、リピーター対策を実施した 

外的要因 
ふるさと納税の市場が拡大したこと、ポータルサイト

でのポイント付与など 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

制度の適正な運用により寄附額を維持していく。新規

返礼品の開拓、現地での体験型の返礼品を拡充する。

町の施策や寄附金の使途を具体的に示す見せ方を検

討する。 
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番号 69 大項目 政策５ 小項目 5.3 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 まちづくり支援金の支援団体 

目標値 40 単位 団体 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

8 41 52 66 

達成率※令和７年度の実績に基づく 165.0％ 

目標達成のために工夫したこと まちづくり支援金の実施 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
地域活動への関心が高まり、支援ニーズが拡大したた

め 

外的要因 
地域活動への関心が高まり、支援ニーズが拡大したた

め 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
支援制度の効果的な発信 

公益的な活動に対する機運の醸成 
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番号 70 大項目 政策６ 小項目  

担当部署 財政係 

指標名 財政力指数 

目標値 0.55 単位 - 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

0.54 0.52 0.52 0.52 

達成率※令和７年度の実績に基づく 94.5％ 

目標達成のために工夫したこと 

移住・定住促進による人口増加施策及び財政シミュレ

ーションによる推計の実施・公表と行財政改革に着手

した 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
扶助費（社会保障費）、維持補修費等の増加、人件費の

硬直化、公債費負担の増加等 

外的要因 
人口減少と少子高齢化の進行及びインフラ、公共施設

の老朽化等 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

定住促進・人口増など、基準財政収入額（分子）を増や

す。DX や公共施設の集約・長寿命化等で基準財政需

要額（分母）を抑える 
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番号 71 大項目 政策６ 小項目  

担当部署 財政係 

指標名 経常収支比率 

目標値 80 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

79.5 90.2 90.5 91.4 

達成率※令和７年度の実績に基づく △11.4 ポイント 

目標達成のために工夫したこと 

移住・定住促進による人口増加施策及び財政シミュレ

ーションによる推計の実施・公表と行財政改革に着手

した 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 
扶助費（社会保障費）、維持補修費等の増加、人件費の

硬直化、公債費負担の増加等 

外的要因 
人口減少と少子高齢化の進行及びインフラ、公共施設

の老朽化等 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
「経常支出」を減らす（支出の抑制）・「経常収入」を増

やす（収入の確保）。行財政改革を進める。 
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番号 72 大項目 政策６ 小項目 6.1 

担当部署 管財係、防災・危機管理係 

指標名 公有財産処分件数 

目標値 4 単位 件 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1 1 1 2 

達成率※令和７年度の実績に基づく 50.0％ 

目標達成のために工夫したこと 
町営住宅等の解体作業を実施するなど積極的に町有地の処

分、賃貸借を進めてきた。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 目標達成 

外的要因 

町有地の譲渡・利活用までに法的な整理に一定の時間を要

し複数年かかる事例もあるため計画的に進めていく必要が

ある。 

目標を達成する為に今後必要になる

施策 

公共施設や町有地利活用・処分については、「公共施設等総

合管理計画」に基づき進める。 

具体的な処分や利活用については、一定のルール作りを行

った上で、住民、行政にもっとも有利な方法（施設の維持管

理、費用負担の軽減、人口対策、地域活性化への貢献度等）

を総合的に検討して行く。 

手法として、行政が所有する土地や公共施設の活用につい

て、事業化の初期段階で民間事業者から広く意見やアイデア

を募集する対話手法（サウンディング調査）など職員が積極

的に事業者へ営業活動をすることも選択肢に加える。 

また、公共施設や町有地の利活用として、単なる公売に限定

せず、町が一定の条件を示し、提案型のプロポーザルの採用

を広く取り入れる。（条件によっては、町が費用を負担する

逆有償案件も検討する。例：町が解体費や修繕費、造成費等

を負担する場合） 
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番号 73 大項目 政策６ 小項目 6.1 

担当部署 
施設係 

 庶務経理係 

指標名 耐震適合性がある水道管の割合 

目標値 70 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

65.6 67.3 68.5 69.5 

達成率※令和７年度の実績に基づく 99.3％ 

目標達成のために工夫したこと 
重要管路（役場、病院、学校、金融機関など）の周辺を

中心に管路を耐震化に布設替えを行った 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 進捗は順調に進んでいる 

外的要因 進捗は順調に進んでいる 

目標を達成する為に今後必要になる施策 重要管路布設替計画 
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番号 74 大項目 政策６ 小項目 6.1 

担当部署 
施設係 

 庶務経理係 

指標名 下水道に接続が完了した人口の割合 

目標値 95 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

93 92.7 92.9 93.8 

達成率※令和７年度の実績に基づく 98.7％ 

目標達成のために工夫したこと 下水道供用開始区域内の未接続宅への周知依頼 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 進捗は順調に進んでいる 

外的要因 進捗は順調に進んでいる 

目標を達成する為に今後必要になる施策  
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番号 75 大項目 政策６ 小項目 6.2 

担当部署 町民税係 資産税係 収納係 

指標名 収納率の維持 

目標値 99.5 単位 ％ 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

99.5 99.4 99.6 99.5 

達成率※令和７年度の実績に基づく 100.0％ 

目標達成のために工夫したこと 預金調査システム導入による財産調査の効率化 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 納付の多様化に対応した広報を行った 

外的要因 
コンビニ納付やQRコードの普及による納付環境の多

様化 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

滞納繰越額の減少と徴収率向上に向け、財産照会の

迅速化による歳入確保と、計画的な欠損処理等の推

進 
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番号 76 大項目 政策６ 小項目 6.3 

担当部署 
庶務人事係 

 まちづくり推進係 

指標名 地域運営支援事業対象地区 

目標値 6 単位 地区 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

6 6 7 7 

達成率※令和７年度の実績に基づく 116.7％ 

目標達成のために工夫したこと 集落支援員による事業実施 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 対象地区増加 

外的要因  

目標を達成する為に今後必要になる施策 

活動継続 

ふるさと住民登録制度との連動 

ボランティアの確保策（広報等で活動報告） 

有償ボランティアの検討 

集落支援員等による地域運営代行業務の検討 
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番号 77 大項目 政策６ 小項目 6.3 

担当部署 まちづくり推進係 

指標名 公益的な活動の支援 

目標値 18 単位 件 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

8 19 19 19 

達成率※令和７年度の実績に基づく 105.6％ 

目標達成のために工夫したこと 
コミュニティ助成、元気づくり・まちづくり支援金の助成

実施 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 地域活動への関心が高まり、支援ニーズが拡大したため 

外的要因 地域活動への関心が高まり、支援ニーズが拡大したため 

目標を達成する為に今後必要になる施策 
支援制度の効果的な発信 

公益的な活動に対する機運の醸成 
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番号 78 大項目 政策６ 小項目 6.4 

担当部署 文書情報係 

指標名 オンライン化事務手続き 

目標値 13 単位 手続き 

実績 

前期計画策定時 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

1 1 1 6 

達成率※令和７年度の実績に基づく 46.2％ 

目標達成のために工夫したこと 

オンライン化できる業務について各担当において検討

できるよう、長野県市町村 DX 推進事業を活用し、フ

ロントヤード改革支援、BPR研修を実施した。 

目標達成・未達成の要因 

内的要因 

優先的に推進すべき 14 手続きを目標としたものの、

町が実施していない手続きが含まれていたことや、国

主導の標準化への移行と町が推進すべき手続きとの

すみ分けができていなかった。 

外的要因 特になし 

目標を達成する為に今後必要になる施策 

町 DX推進計画と整合を取り、担当課に任せきりにす

るのではなく町全体で推進して行く必要がある。 

スマホ市役所や LoGo フォームなどのオンライン化支

援ツールを整備しており、採用試験や講座申し込み、

アンケート等活用されているが、DX 推進係と協力し、

さらなる活用支援が必要。 

 


